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マイヤーにより，立憲君主制のイデオロギーとして確立された Vorbehalt des 
Gesetzes (VdG)としての意味をもつものがあるが，宮澤はリヒャルト・トー
マの指摘にならい，それとは区別されるべき Gesetzesvorbehalt (GV)の概




































































































































































































































































































































































































あったといえないだろうか 62。9 条 2項の政府解釈に見られるような，「解釈改
憲」は姑息であり，文言に忠実に対応できないのであれば，堂々と憲法典の改
62　芦部信喜によれば「憲法を含めておよそ法は現実に行われ順守されるという実定性をもた
なくてはならない。社会の発展に伴い，時代の要請に応えていかねばならないのも，そのた
めである。しかし他方，憲法は一般の法律と異なり，国の基本法として安定性を保ち，理想
を掲げて政治を規制し指導する強い理念性をもつことが求められる」（芦部，前掲書，299
頁）。しかし安定性を維持し，強い理念性をもつべきものであるからこそ，解釈はより開か
れた柔軟なものでなければ時代の変化の中でその理念性も失われるであろう。9条にかかわ
る憲法改正論はまさにその理念性の放棄を意味するが，そうした論議が生じる背景には9条
を通常法律と同様に解釈することに固執する姿勢がある。まさに憲法典は「一般の法律とは
異な」るが故に，通常法律と同様の解釈方法を取るべきではなく，マニフェストや政治規範
としての性格を残しておかなければならない。
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正を主張するべき，とも主張されてきた 63。これは正論ではあるものの，現実的
視点からすれば，わが国の法文化はそのような対応を許さない。不磨の大典視
された明治憲法と同様に，道徳的性格の強いマニフェスト的表現が多用された
日本国憲法典は，事実上，不可侵の国民道徳的な地位を与えられ，その改正は
きわめて困難であったし，今後もそうであろう。このような状況で，仮に改正
が実現されるとしても，それは現行憲法典の成立直後のような，国民の道徳的
観念を根底から覆すような社会的無規範化をもたらすことにならないか。むろ
ん平和主義のような政治道徳と密接に結び付いた重い規定ではなく，緊急逮捕
や私学助成の承認など，比較的技術的に処理しうる規定の改正であればそうし
た危惧は避けられるとも考えられる。しかし憲法典が総体として政治道徳の根
拠となってしまった現在，技術的な条項であっても憲法典の改正は政治的に重
すぎる存在になっている。憲法典全体が聖典的地位を得ているとすれば，本
質的精神とは関わりがないという理由でバイブルの一部を時代に応じて書き
換える行為が許されないのと同様に，憲法典の改正はどのような条項であれ，
63　最近では，法哲学者の井上達夫が，9条を素直に読む限り，憲法典の求める安全保障政策
は非武装中立しかあり得ないとし，その認識を前提に，9条削除論を展開する（「九条問題
再説」，『法の理論33』成文堂，2015年所収）。その要旨をここで詳細に展開する余裕はない
が，井上は，自衛隊の戦力的性格を否認する政府の「解釈改憲」を欺瞞と批判すると同時に，
護憲派に対しても，自衛隊を違憲無効と断じながら，その成果を享受し，自衛隊廃止を真剣
に主張しなかった点，さらに集団的自衛権への解釈変更に反対した内閣法制局について，こ
れまで批判してきた内閣法制局の論理を援用し，当時の法制局とその関係者を称賛する「欺
瞞」を厳しく弾劾する。その上で井上は安全保障のあり方については，少数派の拒否権を認
める憲法上の拘束から外し，完全な民主的討論を実現するために，1項も含めた削除を主張
する。この議論はカント的な民主的平和論の立場から政治的制度としての徴兵制の導入を主
張するなど，保守派の主張を超えた過激な側面もあり，旧来の便宜主義的な憲法改正論とは
一線を画す点で興味深い点が多い。ただ，本稿の立場からすれば，井上の立場も，従来と同
様，文言の厳格解釈を前提とする法律学的方法を前提とするものであり，憲法典をマニフェ
ストと捉え，立憲主義の過程の中で憲法の動態的発展を進めるという視点がないことを指摘
したい。なお「マニフェスト」とする認識はないものの，集団的安全保障の理念によって国
連軍に参加することも9条の動態的発展として承認する大沼保昭による「『平和憲法』と集
団安全保障」（国際法外交雑誌 (1)92巻1号，(2)92巻2号，1993年）も参照。憲法の理念を維
持しつつ，その動態的発展を認める点で，本稿の立場はこれに近い。
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至難となる。
　もしそうであるとすれば，現実の政治がなしうるのは憲法典の文言に手を付
けることではなく，憲法典の理念を尊重しつつ，その柔軟な解釈による時代へ
の対応だけである。そしてわが国の憲法典はそのような取り扱いにはきわめて
適した構造をもっている。改正を繰り返すドイツの場合とは異なり，マニフェ
スト的性格を当初から濃厚に有するアメリカ憲法の経験は，わが国の状況と大
きく離されたものではない。アメリカも通商条項の拡大解釈により，建国当初
からは想像しがたい連邦主導の国家となっており，「国の形」としての憲法は
大きく変質している。長期にわたり法的連続性を維持する国家にとって，法典
とは，政治と協調した，柔軟かつ自由な解釈に開かれ，通常法律のような厳格
な文言解釈の対象とはしないことで長い生命を保持してきたといってよい。現
行憲法の制定（改正）から 70 年が過ぎ，もはや歴史的性格を有しつつある日
本国憲法典の解釈にとってもこうした視点から憲法典を読み直すことは今後重
要な課題になると思われる。
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